
第８回：環インド洋（IOR）を活用した産業発展（水）
　日本総合研究所　時吉康範

　

１．環インド洋連合（IORA）の水科学技術の
ワーキングループ（Water Science &

Technology Working Group: WSTWG）
の新設

　
　11月27、28日、南アフリカのヨハネスブルグで、
IORA WSTWGによって記念すべき第1回ワークショッ
プが開催された。IORA WSTWGは、2012年8月にモーリ
シャスの高級事務レベル会合で設立が提案され、2013
年10月のオーストラリアの高級事務レベル会合で新
たに承認されたグループである。
　IORA WSTWGの主な目的は次のとおりである。
　・IOR諸国における水の課題解決に向けたR＆D領域
に特化する
　・今後の研究開発の課題と明確な目標を設定する
　・ワークショップを通して各国の協力関係構築を支
援する
　・加盟国の研究者の交流を行う
　・水の研究開発に興味を持つ、地域の大学を含んだ
研究機関の活発なコミュニティを組成する

　関連して、当面のタスクとしては、以下が挙げられ
ている。
　・水科学技術ワーキンググループの設立のためのロ
ードマップを開発する
　・IOR諸国の水のR＆Dの状況分析を実施する
　・協力関係のための制度的枠組みを開発する
　・地域の水科学の利害関係者を対象とするネットワ
ーキングプラットフォームを提供する
　・コラボレーションのための共通の関心分野を特定
し今後の方向性を定める

　IORA WSTWGは、IORAによって資金を与えられた南ア
フリカの水技術研究委員会（The Water Research
Council: WRC）が支援することになっている。
　WRCは、深刻な水不足に直面したとされる1971年に
水技術研究法の条項に基づいて設立された組織である。
これは、水が21世紀の南アフリカで経済成長の制約要
因の一つになり得るとの政府見解に基づく取り組みで

あった。WRCの役割は、R＆D資金調達を通じた知的財
産の創造と知的財産の移転・普及の両方をサポートす
ることとされている。設立以降、WRCの活動は資金不
足等のため必ずしも活発だったとは言えない。しかし、
南アフリカでも、将来（短期・長期の両面）の水の質
と量において、その不足の脅威にさらされていると認
識している。また、水資源と水供給（と衛生）の問題
に関しては、SADC（南部アフリカ開発共同体）および
NEPAD（アフリカ開発のための新パートナーシップ）の
枠組みにおいて、南アフリカの役割は重要なものにな
るとコミットしている。
　IORA　WSTWGの活動を契機に、南アフリカは、アフ
リカを代表してIORAにおける水問題の主導権を握る
方向を打ち出してきている。

　今回はIOR諸国の水事情に焦点を当ててみたいと思
う。 
　

２．IOR 諸国の水事情
　
　　

　図表１にIOR諸国（コモロとセイシェルを除く）お
よびIORA非加盟のミャンマー、パキスタン、そして参
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考までに中国の水資源量のデータを示す。その国での
一人当たりの実際の水資源量の大きい順に並べてあ
る。
　さて、世界的な水資源の不足が懸念される論調が目
立つわけだが、この水資源量と人口からなるデータか
ら読み取れるメッセージの「１．一人当たり水資源量
の少ない国々（例えば、UAEやシンガポール）は水不
足が深刻である。２．一人当たり水資源量の多い国々
（例えば、マダガスカルやモザンビーク）には水不足の
心配がない」は確からしいと言えるだろうか？
　答えは、「中長期的には確からしいかもしれないが、
短中期的にはおそらく間違った見方」と考える。
　そこで、図表２に、IORA加盟国の飲料水に関する国
別総合評価結果を示す。これは、1990年以来、WHOと
ユニセフが行っている「水供給と衛生のための合同モ
ニタリング・プログラム（Joint Monitoring Programme
for Water Supply and Sanitation ：JMP）」の2014年
3月にアップデートされた結果を加工したものである。
JMPは、主に複数指標クラスター調査および人口保健
調査のような世帯調査で収集した情報に基づいており、
世帯調査は、対面式インタビューを通じて、健康や生
活条件の広い範囲の情報を収集する訓練を受けた国の
スタッフによって行われている。　

　なるべく分かりやすくするために、直訳を避けた単
語を使ったこともあり、図の見方を簡単に説明する。
スコア（原典では、Total improved）は、合格（同、
improved）と記載した数字の合計である。それぞれの
数字は、その国で特定の飲料水源を使った人口の割合
である。合格に含まれるものは水道水（同、Piped on

premises）と その他の水源、例として、保護された井
戸や泉、雨水（！）などである。不合格（同、Unimproved）
は、地表水（同、Surface water）とその他の水源、例
として、保護されていない井戸や泉、タンク、ドラム、
タンカートラック、出所がよく分からないボトル入り
の水などである。
　そして、当初定められた目標や計画に対する評価が
なされるのである。
　この安心できる飲料水へのアクセス状況から読み取
れるメッセージは、「１．南西アジア諸国のスリラン
カ、インド、オマーン、バングラデシュは、2000年と
比較して改善度が目覚ましい。２．マレーシア、タイ
といった東南アジア諸国はより成熟している。ASEAN
のなかでも新興国のミャンマーはこれから改善する余
地が大いにある。３．アフリカ諸国では、水問題に早
くから取り組む意思を見せてきた南アに高い改善度が
見られる。一方、他のケニア、イエメン、タンザニア、
マダガスカル、モザンビークといったアフリカ勢は芳
しくない」となる。
　図表１からのメッセージと図表２からのメッセージ
を比較すれば、後者に納得感があってしかるべきであ
ろう。IOR諸国の水事情を理解するには、「水へのアク
セス」が重要な指標になると考えられる。
　

３．今後の水ビジネスのターゲット国
　
　今後、水ビジネスが発展する国は、「水へのアクセス
が不足している国」であるということができる。図表
３に、一人当たりの水資源と水へのアクセスをそれぞ
れの軸にとって、IOR諸国のうち顕著な差が見いだせ
そうな国をプロットすることを試みた。　
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　「水資源はあるが、水へのアクセスが不足している
国」に該当する国は、マダガスカル、モザンビーク、
インドネシアの3カ国となった。これらは、期せずし
て資源国として期待される国々である。
　水ビジネスが、相手国政府の水インフラ整備の予算
のなさ、水ビジネスの契約形態の制約、水の単価の低
さなどから日本企業にとってハードルが高い状況とな
っている。今回のように国をスクリーニングしてみる
と、相手国が資源国であると認識できれば、水インフ
ラと資源採取・加工ビジネスの支援を抱き合わせで相
手国の経済発展へのソリューションとして提案するこ
とが有効と考える。
　一方で、「水資源がなくて、水へのアクセスが不足し
ている国」に該当する国は、イエメン、ケニア、オマ
ーンあたりだろう。こうした国へは海水淡水化の提案
が有効と考える。インド洋に面して海水には事欠かな
い諸国であるがゆえに、海水淡水化は一つの突破口足
り得ると考えられる。
　しかし、日本企業にとってのビジネスを考えると、
幸運にして日本が水資源にも水へのアクセスにも恵ま
れてきたため、また、水ビジネスが官主導で行われて

きたため、世界的な企業との競合において、海水淡水
化プロジェクトや水のオペレーションとメンテナンス
を含む包括的プロジェクトの実績不足が受注への障害
になっている。
　そこで、ODAの活用等によって、まずは海外での実
績を早急に積み上げることが水ビジネスをグローバル
に展開する上でのカギとなるだろう。

　

＜プロフィル＞
　　

　時吉　康範　（ときよし　
やすのり）　ディレクタ/プリ
ンシパル

　早稲田大学政経学部政治学
科卒業、ニューヨーク大学経
営大学院卒業。化学業界を経
て、日本総研に入社。イノベ
ーション・技術経営戦略およ
び環インド洋・環ベンガル湾
諸国への日系企業の事業創造
戦略などに従事。
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